
データ利活用にかかわる法制度の動向につ
いて

弁護士・ひかり総合法律事務所

理化学研究所革新知能統合研究センター客員主管研究員

国立情報学研究所客員教授

板倉陽一郎

2019/6/12 第9回コラボレーション・プラットフォーム 1



自己紹介
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• ２００２年慶應義塾大学総合政策学部卒，２００４年京都大
学大学院情報学研究科社会情報学専攻修士課程修了，２００
７年慶應義塾大学法務研究科（法科大学院）修了。２００８
年弁護士（ひかり総合法律事務所）。２０１６年４月より
パートナー弁護士。

• ２０１０年４月より２０１２年１２月まで消費者庁に出向
（消費者制度課個人情報保護推進室（現・個人情報保護委員
会事務局）政策企画専門官）。２０１７年４月より理化学研
究所革新知能統合研究センター客員主管研究員，２０１８年
５月より国立情報学研究所客員教授。

• 総務省・情報通信法学研究会構成員，経済産業省・中小企
業・小規模事業者のデータ利活用に関する検討委員会委員，
ＩｏＴ推進コンソーシアム・データ流通促進ＷＧ委員等。

• 法とコンピュータ学会理事，日本メディカルＡＩ学会監事，
一般社団法人データ流通推進協議会監事等。



アジェンダ

• １．官民データ活用推進基本法・基本計画

• （１）官民データ活用推進基本法の成立

• （２）官民データ法と個人情報保護法の関係

• （３）官民データ活用推進基本計画

• ２．デジタル時代の新たな IT 政策大綱

• ３．質疑応答

2019/6/12 第9回コラボレーション・プラットフォーム 3



１．官民データ活用推進基本法・基本計画
（１）官民データ活用推進基本法の成立
• 2016 年12 月7 日に官民データ活用推進基本法（以下，官民データ法）が成立。

• 「インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて流通する多様かつ
大量の情報を適正かつ効果的に活用することにより，急速な少子高齢化の進展へ
の対応等の我が国が直面する課題の解決に資する環境をより一層整備することが
重要であることに鑑み，（中略）官民データ活用の推進に関する施策を総合的か
つ効果的に推進し，もって国民が安全で安心して暮らせる社会及び快適な生活環
境の実現に寄与すること」を目的とし，個人情報・個人データのみに限られない
電磁的記録たる「官民データ」の活用を推進しようとするもの。

• AI やIoT を中心とした情報通信技術の進展を背景に，「官（国，地方公共団体
等），民（企業等）の諸活動自体を，データ活用を前提とした社会に適応するも
のに転換し，官民双方が各々保有するデータ（官民データ）をみんなで活用でき
る環境を整備することにより，国民一人一人が豊かさを真に実感できる社会モデ
ルを構築していくことが必要である」との考え方をベースにしている。
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（２）官民データ法と個人情報保護法の
関係
• 官民データ法の考え方と，個人情報保護法はどのように折り合いをつけているのか？

• 個人情報保護法の改正にあわせて自由民主党政務調査会名義で公表された「個人情報保
護法改正に関する提言」（2015 年2月12 日）に萌芽
• 3 項で，本来の法改正の趣旨を踏まえ，保護法の目的規定および新たに設置する第三者委員会の任
務規定に，個人情報の利活用の推進に配慮する旨を明記すること，という内容が含まれていた。保
護法の目的規定および個人情報保護委員会の任務規定に「個人情報の利活用の推進」を盛り込もう
という動きがあったことになる。

• しかしながら，実際には，個人情報保護法の改正に当たって，保護と利活用のバランス
を利活用側に倒すということは行われず。個人情報保護法1 条の目的規定が加筆された
ことも，保護と利活用のバランスを利活用側に傾斜させるものではないと説明されてい
る，むしろ官民データ法では，官民データ活用の推進は，個人情報保護法をはじめ，サ
イバーセキュリティ基本法や，いわゆるマイナンバー法など，その他の関係法律による
施策と相まって，個人および法人の権利利益を保護しつつ情報の円滑な流通の確保を図
ることを旨として行われなければならないとした。

• 官民データの活用を推進するに当たっては個人情報保護法を遵守し，「個人及び法人の
権利利益」が保護されなければならないことが明記された。
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（３）官民データ活用推進基本計画

• 官民データ法の実施に当たっては，「官民データ活用の推進に
関する施策の総合的かつ効果的な推進を図るため」（官民デー
タ法8 条1 項），官民データ活用推進基本計画が定められる。

• 官民データ活用推進基本計画の最新のものは，2018 年6 月15 
日付の「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推
進基本計画」（以下，基本計画）。

• 2019年6月7日，「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民デー
タ活用推進基本計画 改定」がIT戦略本部で決定されたが，
2019年6月12日現在非公表（閣議決定後に公表されると思われ
る）。
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２．デジタル時代の新たな IT 政策大綱

• 2019年6月7日に「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民デー
タ活用推進基本計画 改定」と同時にIT戦略本部決定。
• 「近年の急速なデジタル技術の進展により、国民生活やビジネスにお
いて「破壊的」とも形容される変化が生じている中にあって、少子高
齢化などの社会課題の解決を図り、デジタル時代の国際競争に勝ち抜
くため、特に求められる新しい政策として、平成 30 年 12 月 19 日に
開催された高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ
活用推進戦略会議において決定された、「今後の IT 政策の方向性につ
いて」の中で示された内容をさらに深堀し、わかりやすく提示するこ
とにより、今後の我が国の IT 政策の「羅針盤」とすることを図るも
の」と説明されている。
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３．質疑応答
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